
2019/3/18【外国籍人材雇用意向調査報告 】

【 調査の概要 】

1. 調査の目的
埼玉県内の福祉事業所を対象にして、外国籍人材の雇用についての現状、課題、意向
を調査し、その集計結果を埼玉県福祉人材センターのホームページに公開する。
あわせて、今後の活動協力モニター法人を募る.

2. 調査の範囲
埼玉県内の福祉事業所（高齢者、障害者、児童、保育）で埼玉県福祉人材センターに
登録されている事業所 8,776事業所。

３. 調査の時期
2019年2月1日から3月1日

4.   調査の方法 (調査票はP9参照）
メール、FAXで調査案内を行い、Webにて回答収集、無記名。
モニター協力参加者については記名。

5. 調査の回答数
調査依頼送信数 ： 8,776件 （重複あり）
回答数 ： 656件
回答率 ： 7.5％
モニター協力申出数： 151事業所 (23％）

6. 集計・分析
A 回答集計
B 全体分析 （656件）
C 種別傾向 （高齢者・障害者・児童・保育・その他）
D 事業内容別傾向（入所・通所・訪問・相談・他）
E 事業規模別傾向（従業員数 50人以上・未満）

7. 回答者の所属事業属性 （回答数 656件）

種別 件数 ％

高齢者 399 54%

障害者 189 25%

児童 49 7%

保育 70 9%

その他 41 6%

計 748

事業 件数 ％

入所 356 34%

通所 383 37%

訪問 116 11%

相談 106 10%

その他 79 8%

計 1,040

規模 件数 ％

50人未満 340 52%

50人以上 316 48%

計 656
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【外国籍人材雇用意向調査報告 A : 回答集計 】

Q1 外国籍人材雇用意向 （単一回答）

Q2 雇用についての問題点・課題・不安等 （複数回答）

・募集に対して応募があり、一定要件を満たしていれば採用する
・弊社は施設ではない為外国人の雇用については難しいものがあります。
・職員として雇用するには、資格が必要で、その資格を保有しているのであれば雇用したいと考えます。
・雇用がすでに決まっている。
・現在数名雇用しているが、今後は外国籍の方の雇用はしない
・現在外国籍人材を雇用しているが、今後の雇用の予定はない。良い方がいれば雇用していきたい
・現在は雇用していないが次年度２名の採用が決まっている。
・現在は、日本国籍の方のみの雇用としている。
・求める人材であれば外国籍かかわらず、雇用していく。
・既に外国籍人材を雇用しているが、今後はわからない。
・過去に2名ほど雇用したことがあるが、2名ともトラブルがあって途中で退職してしまったため、現段階では積極的な雇用は考えていない。
・すでに外国籍人材を雇用しているが、将来的にはわからない

・利用者側に外国人に介助される事への抵抗感があり、少しの事でもそれがきっかけで
それまでの良好な関係が一気に崩れてしまうリスクが日本人スタッフと比べて大きい。

・訪問介護は政府方針で対象外となっている。
・保育士資格が必須の条件
・弊社は施設ではない為外国人の雇用については難しいものがあります。
・文化・生活習慣が違う外国人材が保育士資格を取得するのが難しい。
・不安は特にありません。
・非常勤で雇用しているが、休みの希望が多く契約条件と合わない。
シフトに関係なく遊びに行くために休みを取る。

・認可保育所という特性から外国人の雇用が適しているのかという疑問がある
・専門性を高めるための研修の方法
・生活サポート
・職員の理解をなかなか得られない
・宿舎の問題
・在宅介護での、ご自宅に外国人の方が入室するという事へのご利用者やご家族の
受け入れの疑問。

・住居・寮を貸与しなければいけないか
・宗教
・児童の発達支援における専門性の質の確保が困難
・資格を取得しているか
・仕事への意識や、協調性などを守ってくれるか
・考え方が日本人と違うので、常に配慮が必要となってくる。
・現状の地域別雇用期間を示してほしい。途中で辞めるケースがどのくらいあるのか
分からずに進められない。

・給与体系
・技能実習生を雇用するのに中間機関に発生する費用があるのはおかしいと思う。
・記録を書くことが困難
・記録や申送りについて適切に対応できるか、コミュニケーション能力だけではない点
に不安がある。

・ビザの切り替えがスムーズに行われない場合の終了時間の規制。
・どうやって外国籍の方と繋がるからわからない。
・そもそも雇用する予定がない。

その他

その他
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Q3 現に雇用している外国籍人材の在留資格別人数

Q4 現に雇用している外国籍人材の国籍・地域

【外国籍人材雇用意向調査報告 A : 回答集計 】

イギリス
ウクライナ
カンボジア
コスタリカ
スリランカ ３
カンボジア
ベネズエラ
ベルギー
ラオス
マレーシア ２
香港
ミャンマー ２
モンゴル ２
帰化をした中国出身者

内訳
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※国名・地域名の表記、記載順は
埼玉県庁ホームページ「国籍・地域別在留外国人数」
に準拠しています。

※当グラフの外国人数は
埼玉県庁ホームページ
「国籍別在留外国人数（平成29年12月現在）」から引用

記載の数字は当該国籍・地域の人材を雇用している
事業所の数であり、雇用人数ではありません。
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【外国籍人材雇用意向調査報告 B : 全体分析 】

分析１： 外国籍人材を雇用している施設・事業所は 21％ である。

分析２： 雇用していない施設・事業所の 41％ はこれから雇用に積極的である。

雇用意向 全体 ％

雇用したい 227 37%

検討中 22 4%

予定はない 320 52%

わからない 48 8%

計 617

分析３： 人材センターの支援があれば雇用したい は雇用意向全体の 19％ である。

センター支援意向 数 ％

雇用したい 183 81%

センター支援があれば 44 19%

計 227

分析4： 雇用についてはコミュニケーションについて 全体の 87％ が課題にあげている。

上位5

その他の問題点記述ピックアップ

・記録、申し送り ・宗教 ・宿舎
・保育士資格 ・在宅介護での利用者の外国人に対する感情

【 雇用に関して 】

雇用状況 全体 ％

雇用している 135 21%

雇用していない 521 79%

計 656

雇用についての問題点・課題・不安 数 ％

言語を含めコミュニケーションの問題 573 87%

文化・生活習慣への配慮が困難 348 53%

育成にかかる職員体勢の整備が困難 335 51%

利用者・家族への配慮 320 49%

学習支援、研修制度の構築が困難 265 40%

2019/3/18



埼玉県福祉人材センター 5

【外国籍人材雇用意向調査報告 B : 全体分析 】

【 雇用中の外国籍人材に関して 】

分析５： 技能実習生、EPA、在留資格「介護」 の全体に占める割合は 17％ である。

分析７： 国籍がフィリピン、中国で 56％ を占める。

分析６： 外国籍人材雇用の事業所の内 １人雇用は 49％ ５人以上は 12％ ある。

17％

56％
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※国名・地域名の表記、記載順は
埼玉県県庁ホームページ「国籍別在留外国人数」に準拠しています。

在留資格 雇用数 ％

在留資格「永住・定住者、日本人・永住者の配偶者等」 217 52%

留学生　（介護福祉士養成校） 62 15%

その他の在留資格 62 15%

在留資格「介護」 26 6%

EPA 24 6%

技能実習生 19 5%

留学生　（介護福祉士養成校以外・語学留学等） 9 2%

在留資格不明 1 0%

計 420

1人 2人 3人 4人
5人

以上

在留資格「永住・定住者、日本人・永住者の配偶者等」 55 20 12 6 9 102

その他の在留資格 10 1 2 2 5 20

留学生（介護福祉士養成校） 6 5 0 1 4 16

在留資格「介護」 5 2 2 1 1 11

技能実習生 1 2 2 2 0 7

EPA 2 2 0 1 2 7

留学生（介護福祉士養成校以外・語学留学等） 4 1 1 0 0 6

在留資格不明 1 0 0 0 0 1

計 84 33 19 13 21 170

在留資格

雇用人数別回答数

計

センター 埼玉県

外国

籍数

外国

人数
センター埼玉県

中国（台湾を除く） 56 65,607 24% 43%

フィリピン 73 19,765 32% 13%

ベトナム 14 18,979 6% 12%

韓国 13 15,721 6% 10%

ブラジル 6 7,300 3% 5%

ネパール 3 5,092 1% 3%

ペルー 10 3,495 4% 2%

台湾 10 3,183 4% 2%

タイ 3 3,098 1% 2%

パキスタン 17 2,407 7% 2%

インドネシア 2 2,371 1% 2%

米国 1 2,001 0% 1%

バングラデシュ 0 1,798 0% 1%

トルコ 1 1,606 0% 1%

朝鮮 20 1,443 9% 1%

国籍・地域

構成
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【外国籍人材雇用意向調査報告 C : 種別傾向】

●雇用意向は 高齢で50％ 障害で9％、

児童2%、保育５％になる。

【 C : 種別傾向 】 高齢・障害・児童・保育・その他

●種別間の傾向に顕著な差異はない。

●障害、児童、保育は雇用意向のあるところは
人材センターへの期待度が高い

●外国籍人材雇用は 高齢 が80%占めている。
障害・児童・保育は3%以下である。
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【外国籍人材雇用意向調査報告 D : 事業内容別傾向】

●雇用意向は 入所 が高い。

【 Ｄ : 事業内容別傾向 】 入所・通所・訪問・相談・他

●事業内容間の傾向に顕著な差異はない。

●外国籍人材雇用率は 入所10% 相談9%
通所7％ 訪問8％である。

●入所（42%）、通所（32%）、合計で74%を占める。

2019/3/18

●雇用意向は 入所52％、通所33%、訪問41％、
相談39％である。

●通所、訪問の人材センターへの期待度が高い
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●50人未満規模の事業所の雇用率は10%で
あるが、全体の20％を雇用している。

【外国籍人材雇用意向調査報告 E : 規模別傾向】

【 E : 規模別傾向 】 従業員数 50人未満、50人以上

●規模の違いでの傾向に顕著な差異はない。

●人材センターの支援次第は 50人未満が多い。
●雇用意向は 50人未満 23%、

50人以上 53%である。
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●50人未満事業所の人材センターへの期待度が高い
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【外国籍人材雇用意向調査報告 調査票】 2019/3/18

●調査票


